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「男性育休」を促進する

育児・介護休業法等の改

正案が上程されました 

 

◆進まぬ男性育休の取得 

 令和元年度の男性の育休

取得率は 7.48％でした。過去

最高ではあるものの、平成 30

年度 の 7.16％から小幅の上

昇にとどまっており、依然低

水準です。政府は令和７年ま

でに、これを 30％まで引き上

げる目標を掲げています。し

かし、多忙化や収入減少への

対応、また「育児は女性がや

るのが当たり前」という意識

からくるパタハラ（パタニテ

ィ・ハラスメント）等を背景

に、実際には取得は難しいと

感じている男性が多いよう

です。 

 

◆育児・介護休業法の改正案 

 この状況を改善するため、

男性の育児休業取得促進策

を盛り込んだ育児・介護休業

法と雇用保険法の改正案（育

児休業、介護休業等育児又は

家族介護を行う労働者の福

祉に関する法律及び雇用保

険法の一部を改正する法律

案）が閣議決定され、今国会

に提出されました。 

(1) 男性の育児休業取得促

進のため、子の出生後８週

間以内に４週間まで取得

することができる柔軟な

育児休業の枠組み（男性育

休）の創設 

① 休業の申出期限は、原 

則休業の２週間前まで 

 ② 分割して取得できる 

回数は２回 

 ③ 労使協定を締結して

いる場合は、労働者と事

業主の個別合意により、

事前に調整した上で休

業中に就業することが

可能 

(2) 育児休業を取得しやす

い雇用環境整備および妊

娠・出産の申出をした労働

者に対する個別の周知・意

向確認の措置の事業主へ

の義務付け 

(3) 育児休業（男性育休を除

く）を分割して２回まで取

得することを可能とする 

(4) 常時雇用する労働者数

が1,000人超の事業主に対

し、育児休業の取得状況の

公表を義務付け 

(5) 有期雇用労働者の育児

休業及び介護休業の取得

要件のうち「事業主に引き

続き雇用された期間が１

年以上である者」であるこ

とという要件を廃止 

(6) 育児休業給付に関する

所要の規定の整備 

 

 成立すれば、上記２および

５は令和４年４月１日から

対応が求められます。育休制

度の充実は、若い世代の人材

確保にも大きな効果があり

ます。これを機に、社内の体

制について再考してみるの

もよいでしょう。 

【厚生労働省「育児休業、介

護休業等育児又は家族介護

を行う労働者の福祉に関す

る法律及び雇用保険法の一

部を改正する法律案」（概

要）】 

https://www.mhlw.go.jp/co

ntent/000743975.pdf 

 

 

建物の解体・改修で一般

の事業者も対応が求めら

れる！石綿障害予防規則

の改正について 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆石綿による健康被害を防

ぐための規則改正 

石綿（アスベスト）による

健康被害を防ぐため、令和２

年７月、石綿障害予防規則が

改正され、石綿対策が強化さ

れました。令和３年４月よ

り、順次施行されます。建物

の解体やリフォーム工事を

行う事業者はもちろんです

が、工事を発注する側に義務

付けられる取組みもあり、注

意を要します。 

 

◆解体・改修工事の発注者に

義務付けられる取組み 

施工業者には、解体・改修

工事を行う前に、石綿の有無

の調査を行うことが義務付

けられています。工事の発注

者には、この事前調査が適切

に行われるよう、石綿の有無

についての情報がある場合

は、その情報を施工業者に提

供するなどの配慮をするこ

とが求められます。 

また、事前調査の結果、石

綿が使用されていることが

わかった場合、石綿の除去工

事が必要となります。この工

事を行う場合、通常より費用

も工期もかかりますから、こ

の点への配慮も義務付けら

れました。具体的には、石綿

除去等の工事も含め、工事の

費用（契約金額）、工期、作

業の方法といった発注条件

について、施工業者が法令を

遵守して工事ができるよう

配慮しなければなりません。 

さらに、施工業者による事

前調査や作業の実施状況の

写真等による記録が適切に

行われるよう、写真の撮影

を許可する等の配慮を行う

必要があります。 

 

◆活用したい補助金制度 

これらの取組みが適切に

なされるよう、国（国土交通

省）は、石綿調査や石綿除去

工事についての補助制度

（住宅・建築物アスベスト

改修事業）を創設していま

す。補助金制度のある地方

公共団体において活用する

ことができますので、建物

の解体・改修を行おうとす

る場合には、まず詳細を地

方公共団体に問い合わせて

みるとよいでしょう。 

 

 

4 月の税務と労務の手続

期限［提出先・納付先］ 

12 日 

○ 源泉徴収税額・住民税特

別徴収税額の納付［郵便

局または銀行］ 

○ 雇用保険被保険者資格

取得届の提出＜前月以

降に採用した労働者が

いる場合＞ 

［公共職業安定所］ 

15 日 

○ 給与支払報告に係る給

与所得者異動届出書の

提出［市区町村］ 

30 日 

○ 預金管理状況報告の提

出［労働基準監督署］ 

○ 労働者死傷病報告の提

出＜休業４日未満、１月

～３月分＞［労働基準監

～当事務所より一言～ 

 

督署］ 

○ 健保・厚年保険料の納付

［郵便局または銀行］ 

○ 健康保険印紙受払等報

告書の提出［年金事務

所］ 

○ 労働保険印紙保険料納

付・納付計器使用状況報

告書の提出［公共職業安

定所］ 

○ 外国人雇用状況の届出

（雇用保険の被保険者

でない場合）＜雇入れ・

離職の翌月末日＞ 

［公共職業安定所］ 

○ 公益法人等の法人住民

税均等割の申告納付［都

道府県・市町村］ 

○ 固定資産税・都市計画税

の納付＜第 1 期＞［郵便

局または銀行］ 

※都・市町村によっては

異なる月の場合がある。 

 

・土地価格等縦覧帳簿・家屋

価格等縦覧帳簿の縦覧期

間 

（4 月 1 日から 20 日または

第 1 期目の納期限までの

いずれか遅い日以降の日

までの期間） 

 


